
共謀罪と会社･暴力団の節税 

税理士会総会での質問と回答 

 税理士会の機関紙の記事によると、今年

の定例総会で、次の質問がありました。 

衆議院における参考人意見陳述では当事

者に節税の意図しかなく、脱税が行われな

かったとしても申告前に捜査当局により脱

税のおそれがあるとされた場合には、当該

法人税等の修正申告をした税理士が捜査対

象となる旨の発言があったことから、税理

士会として、どの様に考えているか教えて

いただきたい。また、会員に対する情報提

供について教えていただきたい。 

これに対する回答は、次のようなもので

した。 

質問のような正当な事業活動を行ってい

る一般の事業会社は、毎年脱税を繰り返し

ているというだけでは組織的犯罪集団に当

たることはない旨、第 193 回衆議院法務委

員会において政府参考人からの答弁があっ

た。さらに、日税連においても国税庁を通

じて情報収集に努めており、いずれ会員に

周知すると考えられる。 

国会の政府参考人の答弁 

 ････所得税の免脱等の実行を計画する例

といたしましては、例えば暴力団がその組

織の維持運営に必要な資金を得るために、

組織的に所得を隠匿して脱税することを計

画するといったことは考えられる････脱税

の目的がなければ、もうその会社は解散い

たします、あるいは、そこには結合しませ

ん、そういうことであれば、脱税が共同の

目的になると思います････脱税を計画して

いること、あるいは仮に何回か繰り返して

いるからといって、その団体の目的が脱税

にある、あるいは犯罪実行の目的にあると

いうことにはならない････

 これは、答弁の部分抜粋です。この答弁

によると、暴力団も脱税の目的を放棄した

ら解散するような団体ではないから、「偽り

不正の租税回避」計画の実践をしても、共

謀罪で問えないことになります。 

政府側答弁は暴力団を守ってくれるか 

 暴力団が租税回避プランで共謀罪に問わ

れたとき、脱税目的なんかもたなくなって

も組織の解散などありえないのだから、そ

もそも「組織的犯罪集団」には該当しない、

と主張しても、法律条文の文理からはその

ような解釈は出てこない、と言われるので

はないでしょうか。 
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